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１．予算概要 

（１）予算編成の基本方針   

国の平成２５年度予算は、緊急経済対策を盛り込んだ平成２４年度補正予算と一体となっ

た１５か月予算として景気回復に取り組む方針の中、公共事業費を４年ぶりに増やすことな

どにより、一般会計予算総額は前年度比２．５％増の９２兆６千億円余となり、過去最大の

規模となっている。 

  地方財政対策では、地方の予算編成の目安となる地方財政計画において、給与関係の削減

額相当分を緊急防災・減災事業や地域の元気づくり事業などに充てることにより、歳出では

０．３％の増となっている。歳入では、地方税が増加する一方、地方交付税が６年ぶりに減

少するが、地方一般財源の総額では０．１％増となり、前年度と同水準が確保されている。 

  こうした中、本市の平成２５年度予算（一般会計）は、歳入の根幹をなす市税が、法人市

民税の増加や税率変更に伴う市たばこ税の増加などにより、全体で２．０％増となることを

受け、財政調整基金繰入金などを減額し、一般財源総額は前年度と同程度（０．０％増）と

した。 

  一方、歳出については、公債費の増加に加え、障がい者への自立支援給付など社会保障関

係経費が増加し、非常に厳しい環境下での予算編成となった。 

このため、徹底した事務事業の見直しによる歳出抑制を図る一方、大垣市第五次総合計画

後期基本計画の初年度として、「地域活力創造」「安全・安心」「環境・エネルギー」「子育て

日本一」「かがやきライフ」の５つの重点プロジェクトに可能な限り財源を振り向けた。予算

総額は前年度比０．６％の微増に留まるものの、国の方針にあわせ、平成２４年度３月補正

予算と一体的・連続的な景気対策を講じるとともに、大垣駅南街区市街地再開発事業や北幼

保園の整備を進めるなど、「元気まちづくり予算」とした。 

 

 

（２）予算規模           

 【平成 24 年度当初】 【平成 25 年度当初】 【前年度比】 

一般会計 550 億 4,000 万円 553 億 7,000 万円 0.6 ％ 

特別会計 483 億 6,300 万円 473 億 7,000 万円 △ 2.1  

企業会計 361 億 4,500 万円 351 億 3,800 万円 △ 2.8  

合    計 1,395 億 4,800 万円 1,378 億 7,800 万円 △ 1.2 
 

 

【参 考】      国の一般会計   92 兆 6,115 億円   前年度比 2.5％増 

                地方財政計画   84 兆 5,200 億円   前年度比 0.3％増 
 

平成２５年度 大垣市当初予算の概要 



２．一般会計歳入予算
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（１）市  税 ： 前年度比  ５億１,０００万円  ２.０％の増  

※詳細は４ページ 

（10）地方交付税 ： 前年度比  ６億６,０００万円  １６.５％の増    

   ※詳細は４ページ 

（14）国庫支出金 ： 前年度比 ５億９,２４３万円  １１.６％の増 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

障害者自立支援給付費 ７億４６３万円 ８億７９７万円 １億３３４万円 

児童手当給付費 ２０億５,９１５万円 １９億９,７３７万円 △６,１７８万円 

生活保護費 ９億６,６６８万円 ９億９,９４０万円 ３,２７２万円 

社会資本総合整備事業費 ３億２７０万円 ６億２,２９３万円 ３億２,０２３万円 

（うち都市再生整備計画事業費） （    ９００万円）（ １億４,３００万円）（ １億３,４００万円）

（うち大垣駅南街区市街地再開発

事業費） 
（   ９,０００万円）（ ２億２,２９０万円）（ １億３,２９０万円）

農林施設災害復旧費 － １億６,４００万円 １億６,４００万円 

（15）県支出金 ： 前年度比 △８,９８０万円  ２.８％の減 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

障害者自立支援給付費 ３億５,２３２万円 ４億３９９万円 ５,１６７万円 

国民体育大会推進事業費 １億６,３４６万円 － △１億６,３４６万円 

ワクチン接種緊急促進事業費 ７,５６５万円 － △７,５６５万円 

妊婦健康診査事業費 ３,９２８万円 － △３,９２８万円 

 

（18）繰入金： 前年度比  △９億９,１６１万円  ４３.３％の減 

財政調整基金繰入金を、１１億円減の８億円で計上。また、増加傾向にある公債費の償還

財源として、減債基金繰入金を２億円増の３億円で計上。 

（21）市  債 ： 前年度比  △２億７,６００万円  ５.１％の減 

地方の財源不足を補てんするための特例債である臨時財政対策債は、１億円増の２３億 

８,０００万円を計上。 

建設事業債は、３億７,６００万円減の２７億７,５６０万円を計上。 

主なものとして、 

北幼保園建設事業債で１億３,９１０万円増の８億２,４３０万円、 

河川水路整備事業債で１億６,１７０万円減の２億７,０００万円、 

大垣駅南街区市街地再開発事業債で１億３,７１０万円増の１億８,１７０万円、 

また、新たに、 

大垣駅西自転車駐車場建設事業債 ２億５,７２０万円 などを計上。 

事業の終了などに伴い、 

地域看護力拡充支援事業債で１億５,０００万円減 

横曽根工業団地整備事業債で４億１,９７０万円減 

大垣駅北口広場整備事業債で１億４４０万円減  

歳 入 の 特 徴 



３．一般財源の内訳
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一 般 財 源 の 特 徴 

○地方交付税 : 前年度比  ６億６,０００万円  １６.５％の増 

地方財政計画における地方交付税総額（出口ベース）は、前年度比２.２％の減。 

普通交付税は、交付税算入公債費の増などにより基準財政需要額が増加するため、前年度比

６億６,０００万円、１８.９％増の４１億５,０００万円で計上。 

なお、合併後の大垣市の普通交付税は、合併算定替が適用（合併後１５年間 平成３２年度

まで）されているため、合併前の個々の市町が存在するものとみなして計算。 

特別交付税は、前年度と同額の５億円を見込み計上。 

○競輪事業収入 : 前年度比  １億５,０００万円  皆増 

平成２１年度以来４年ぶりに、競輪事業収入を計上。 

 

 

 

 

 

 

市 税 の 特 徴 

○個人市民税 ： 前年度比 △１,９００万円  ０.２％の減 

依然として雇用環境が厳しいことから、前年度と同程度で見込み計上。 

 

○法人市民税 ： 前年度比 ３億５,３００万円  ２１.４％の増 

景気回復の兆候が見られることから、増収を見込み計上。 

 

○固定資産税 ： 前年度比 △３,５００万円  ０.３％の減 

土地（現年度分）は、地価下落等により、５,４００万円の減収を見込み計上。 

 

家屋（現年度分）は、新増築分の増収で、１億３,４００万円の増収を見込み計上。 

 

償却資産（現年度分）は、設備投資額の減により、１億２,４００万円の減収を見込み計上。 

 

○市たばこ税 ： 前年度比 １億８,４００万円  １９.０％の増 

税率変更（県たばこ税から市たばこ税へ一部移譲）による増収を見込み計上。 
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歳出（目的別）の特徴 

（２）総務費 ： 前年度比 △５,９０９万円  １.０％の減     

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

退職手当 ６億８１５万円 ８億８７０万円 ２億５５万円 

ぎふ清流国体・ぎふ清流大会 

大垣市実行委員会補助金 
３億３,０５０万円 － △３億３,０５０万円 

市税過誤納金還付事業 ４億円 ５,０００万円 △３億５,０００万円 

大垣駅西自転車駐車場建設事業 － ４億６,１００万円 ４億６,１００万円 

（３）民生費 ： 前年度比 ６億１,７２２万円  ３.２％の増   

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

障害者介護等給付事業・ 

訓練等給付事業 
１４億３,１６４万円 １６億２,９３２万円 １億９,７６８万円 

後期高齢者医療広域連合負担金 １１億８,５６６万円 １２億４,４２０万円 ５,８５４万円 

北幼保園建設事業 ７億３,３７０万円 ９億９,９００万円 ２億６,５３０万円 

（４）衛生費 ： 前年度比 △１億５,９９０万円  ３.８％の減    

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

地域看護力拡充支援事業 ２億円 ５,０００万円 △１億５,０００万円 

（７）商工費 ： 前年度比 △７億８８万円  １７.７％の減    

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

中小企業融資金原資預託金 ２５億円 ２４億円 △１億円 

横曽根工業団地整備事業 ４億７,７２０万円 － △４億７,７２０万円 

（８）土木費 ： 前年度比  ９,９８４万円  １.４％の増    

 事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

浸水対策事業 ４億７,７５０万円 ３億１,４００万円 △１億６,３５０万円 

大垣駅南街区市街地再開発事業 １億９,５４０万円 ４億９,７３０万円 ３億１９０万円 

大垣駅北口広場整備事業 １億１,８３０万円 － △１億１,８３０万円 

市営住宅長寿命化事業 － ９,１１０万円 ９,１１０万円 

（10）教育費 ： 前年度比 △１,７７９万円  ０.３％の減      

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

興文小学校プール改修事業 ９,９５０万円 － △９,９５０万円 

興文小学校屋内運動場改築事業 ８５０万円 ２億３１０万円 １億９,４６０万円 

昼飯大塚古墳整備事業 ８,０００万円 － △８,０００万円 

体育施設国体関連整備事業 ５,３４０万円 － △５,３４０万円 

北公園陸上競技場改修事業 － １億３,３００万円 １億３,３００万円 

旧南部学校給食センター解体事業 ６,０００万円 － △６,０００万円 

（11）災害復旧費 ： 前年度比 ２億２,２００万円  皆増    

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

林業施設災害復旧事業 － ２億１,２００万円 ２億１,２００万円 

（12）公債費 ： 前年度比 ２億２,６７０万円  ４.７％の増  

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

元  金 ４０億１,２９０万円 ４２億５,８３０万円 ２億４,５４０万円 

 



６．一般会計歳出（性質別）予算

% %

７．一般会計性質別経費集計表

義務的経費 % %

(人件費、扶助費、公債費)

投資的経費
(普通建設、災害復旧費)

その他
(上記以外)

7,081,538   

21,989,042  

合　　　　　計

22,703,973  

100.055,040,000  55,370,000  

平成24年度当初

予　算　額 構成比

25,686,200  46.7

6,649,827   12.1

平成24年度当初

0.6 

40,000      0.1

55,040,000  100.0

-           -    

-           

142,390     0.3

-    

-           -    

-           -    

6,649,827   12.1

4,993,279   9.1

581,182     1.0

6,520,766   11.8

0.3

2,598,876   4.7

9,412,704   17.1

11,475,156  

494,276     

42,600      0.1

0.9

11,710,201  

531,824     

3,970       

予　算　額

4,990,376   

222,000     

17,000      

205,000     

予　算　額

5,850,334   

5,024,770   

17.3

10.6

0.9

21.1

7,817,980   

9,564,449   

41.2

構成比

100.0

12.8

0.1

0.6 100.0

9.1

皆増 

0.4

9.0

41,940      

12.4

14.1

0.1

4.5

平成25年度当初

6,859,538   

234,166     

2,482,422   

△ 1.5 

20.9

191,666     

予　算　額

4,798,340   8.7

構成比

7,822,510   14.2

合　　　　　計

13 予 備 費

（２）単　　独

△ 0.5 

△ 0.1 

153.0 

3.2 

（単位　千円）

前年度比構成比

皆増 0.0

0.0

26,299,420  

40,000      

47.5
%

2.4 

0.0

55,370,000  

平成25年度当初

皆増 0.4

0.4 皆増 

5,926,255   

12 災 害 復 旧 事 業

10 繰 出 金

11 普 通 建 設 事 業

補　　助

投 資 及 び 出 資 金

補 助 費 等

5 維 持 補 修 費

9 貸 付 金

6.5 

39.7 △ 3.1 

△ 4.5 

2.6

△ 11.5 9.5

区　　　　　分

1

区　　　　　分

10.8

7 積 立 金

8

2 扶 助 費

3 公 債 費

4 物 件 費

6

（単位　千円）

%1.6 

前年度比

△ 0.1 

△ 10.3 

22.2 

7.6 

2.0 

4.7 

県営事業負担金

同級他団体
施行事業負担金

0.3

1,470,245   

5,243,673   

141,650     （３）

人 件 費

（１）補　　助

（４）

（１）

（２）単　　独

－8－



 

－9－ 

 

歳出（性質別）の特徴 

（１）人件費 ： 前年度比 １億５,１７５万円  １.６％の増 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

退職手当 ８億７,２５３万円 １０億４,９５５万円 １億７,７０２万円 

（２）扶助費 ： 前年度比 ２億３,５０５万円  ２.０％の増 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

障害者介護等給付費・ 

       訓練等給付費 
１４億２,９０４万円 １６億２,７０６万円 １億９,８０２万円 

家族介護慰労金給付費 ４,８１１万円 ２,４６０万円 △２,３５１万円 

児童手当 ２９億２,２８１万円 ２８億６,６３２万円 △５,６４９万円 

生活保護扶助費 １２億７９０万円 １２億４,９６０万円 ４,１７０万円 

（６）補助費等  ：  前年度比 △６億７,０４３万円  １０.３％の減 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

ぎふ清流国体・ぎふ清流大会 

大垣市実行委員会補助金 
３億３,０５０万円 － △３億３,０５０万円 

市税過誤納金還付事業 ４億円 ５,０００万円 △３億５,０００万円 

後期高齢者医療広域連合負担金 １１億８,５６６万円 １２億４,４２０万円 ５,８５４万円 

（９）貸付金  ：  前年度比 △１億１,６４５万円  ４.５％の減 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

中小企業融資金原資預託金 ２５億円 ２４億円 △１億円 

（11）普通建設事業  ：  前年度比 ２億９７１万円  ３.２％の増 

   （ 補    助 ） ： 前年度比 ８億８,９０６万円  １５３.０％の増  

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

大垣駅西自転車駐車場建設事業 － ２億２,３２０万円 ２億２,３２０万円 

大垣駅南街区市街地再開発事業 １億８,０００万円 ４億４,５８０万円 ２億６,５８０万円 

興文小学校屋内運動場改築事業 － １億５２０万円 １億５２０万円 

   （ 単    独 ） ： 前年度比  △６億８,２５８万円  １１.５％の減 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

大垣駅西自転車駐車場建設事業 － ２億３,７８０万円 ２億３,７８０万円 

地域看護力拡充支援事業 ２億円 ５,０００万円 △１億５,０００万円 

横曽根工業団地整備事業 ４億７,７２０万円 － △４億７,７２０万円 

浸水対策事業 ４億３,５５０万円 ３億８００万円 △１億２,７５０万円 

大垣駅北口広場整備事業 １億１,０５２万円 － △１億１,０５２万円 

（12）災害復旧事業  ：  前年度比 ２億２,２００万円  皆増    

   （ 補    助 ） ： 前年度比 ２億５００万円  皆増 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

林業施設災害復旧事業 － １億９,７８０万円 １億９,７８０万円 

 



８．特別会計予算比較表

９．企業会計予算比較表

会　　　　計　　　　別

0.0

300         

700         

△ 5.0

△ 1.1

△ 3.6

△ 8.8

3.2

0.0

130,200     

3,100       

64,900      

7,800       

平成25年度当初

%

平成24年度当初

△ 0.2

△ 0.5

△ 18.2

1,660,000   

7,600       2.6

予　算　額

（単位　千円）

前年度比

11,137,000  

△ 4.8

△ 6.432,000      

21.0

予　算　額

合　　　　　　　　　計

34,200      

会　　　　計　　　　別
平成24年度当初

3,837,000   

予　算　額

32,308,000  

5 後 期 高 齢 者 医 療

2

△ 14.5

（単位　千円）

予　算　額 前年度比

%

△ 2.1

3,282,000   

△ 1.4

47,370,000  

3

36,145,000  

48,363,000  

700         

31,856,000  

35,138,000  

平成25年度当初

△ 2.8

15

17

交 通 災 害 共 済

病 院 事 業

水 道 事 業

牧 田 財 産 区

一 之 瀬 財 産 区

時 財 産 区

合　　　　　　　　　計

16

2

1

12

14

137,100     駐 車 場

競 輪

3,400       

10,790,000  

77,400      

300         

6

1 物 品 調 達

13

農 業 集 落 排 水

68,200      

7 簡 易 水 道 202,400     

公 設 地 方 卸 売 市 場

0.811,464,000  介 護 保 険

△ 1.416,562,000  16,791,000  

1,667,300   0.4

11,371,000  

国 民 健 康 保 険 直 営 診 療 施 設

国 民 健 康 保 険

122,100     121,500     

245,000     

8 市 行 造 林 55,800      55,700      

4

9

74,600      

11 特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 256,800     253,900     

6,785,000   5,550,000   10 公 共 下 水 道

－10－
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（３）国民健康保険事業会計 ： △２億２,９００万円  １.４％の減 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

一般被保険者療養給付費 ９４億４,６００万円 ９３億１００万円 △１億４,５００万円 

退職被保険者等療養給付費 ７億５,７００万円 ６億６,４００万円 △９,３００万円 

一般・退職被保険者高額療養費 １２億６,０００万円 １１億９,０００万円 △７,０００万円 

後期高齢者支援金 ２１億１,０００万円 ２２億４,２００万円 １億３,２００万円 

（６）介護保険事業会計 ： ９,３００万円  ０.８％の増 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

介護サービス費 ９８億５,９００万円 ９９億４,５００万円 ８,６００万円 

（10）公共下水道事業会計 ： △１２億３,５００万円  １８.２％の減 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

下水管布設費 ２５億５,４４０万円 １６億７,６９０万円 △８億７,７５０万円 

終末処理施設費 ５億７,０６０万円 １億６,１００万円 △４億９６０万円 

（14）競輪事業会計 ： ３億４,７００万円  ３.２％の増 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

記念競輪 ６４億７,３３０万円 ６５億１,２６０万円 ３,９３０万円 

通常競輪 ４３億１,６７０万円 ４６億２,４４０万円 ３億７７０万円 

 

 

企 業 会 計 の 特 徴 

（１）病院事業会計 ： △４億５,２００万円  １.４％の減 

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

病院事業費用 ２９１億９,０００万円 ２９５億４,０００万円 ３億５,０００万円 

 うち 薬品費 ７４億５,２００万円 ７５億７,２００万円 １億２,０００万円 

 うち 経費／委託料 １９億８,９９７万円 ２１億５,８００万円 １億６,８０３万円 

資本的支出 ３１億１,８００万円 ２３億１,６００万円 △８億２００万円 

 
うち 救命救急センター 

増改築関連事業 
７億４,７４０万円 － △７億４,７４０万円 

 
うち 託児所及び 

寮改築事業 
５,４００万円 １億５,５６０万円 １億１６０万円 

 うち 固定資産購入費 ８億８,５９０万円 ６億３,０１０万円 △２億５,５８０万円 

（２）水道事業会計 ： △５億５,５００万円  １４.５％の減  

事     項 【２４年度】 【２５年度】 【増 減 額】 

資本的支出 １９億３,０００万円 １３億７,６００万円 △５億５,４００万円 

 うち 原水及び浄水設備工事費 ７億４,２００万円 ３億８,７００万円 △３億５,５００万円 

 

特 別 会 計 の 特 徴 



１０.地方債の状況

元金 利子 合計

57,602,524  6,850,200   

(59,294,624) (5,158,100)

42,004,851  1,800,600   

(42,052,551) (1,752,900)

111,943,753 8,850,800   

(113,683,553) (7,111,000)

※（　）内は予算額。

200,000     547,100

4,263,270 756,500

2,085,390 894,760

11,989,27812,336,378  287,200

２４年度末
現在高見込

２５年度
借入見込額

２５年度償還見込額（公債費）
２５年度末
現在高見込

41,720,061

　

8,834,220 113,898,7936,895,760 1,938,460

一般会計

特別会計

（単位　千円）

5,019,770 60,189,454

・市債現在高

企業会計 834,300

2,980,150

合計

601.9 

370.2

420.4 425.8 424.8 421.2 416.2
417.8 

419.9 
420.0 

417.2 

115.0

120.5 138.2
129.0 119.3 118.4

119.3

126.2
123.4 119.9

(933.1)

(1,008.7) (1,022.7) (995.2) (983.0) (1,001.0)
(1,034.6)

(1,094.7)
(1,119.4) (1,139.0)

600

800

1,000

1,200

（億円）
地方債現在高の推移

－12－

　　　平成17年度には、合併による２町の未払分（元金115,026千円、利子15,298千円）を含む。

（注）公債費については、平成16年度の減税補てん債借換分の元金2,976,900千円及び平成18年度の武道館
　　　建設事業債借換分の元金1,993,700千円を除く。

(64.5)
(94.0) (108.8) (119.9) (129.2) (145.2)

(171.0) (189.5) (203.9) (218.8)

447.9 467.8 458.7 441.4 442.5
466.4

497.5

548.6 
576.0 

601.9 

0

200
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16 17 18 19 20 21 22 23 24 25（年度）

うち臨財債 一般会計 特別会計 企業会計 計

51.3
53.4 53.7 53.0 52.4

47.4

40.4
38.2 

40.2
42.6

13.0 11.3 10.6
9.5

8.5

7.5

7.2
7.2

7.1
7.6

(64.3) (64.7) (64.3)
(62.5)

(60.9)

(54.9)

(47.6)
(45.4)

(47.3)
(50.2)

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 
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１１.基金の状況

・基金現在高（一般会計）

積立額 取崩額

（単位　千円）

19,900 800,000 2,448,500

２５年度末
現在高見込

２５年度

907,900 

4,133,997

2,300 300,000

4,313,947 

２４年度末
現在高見込

3,228,600 

7,192,697合計 8,450,447 41,940 1,299,690

財政調整基金

減債基金

その他目的基金

610,200

19,740 199,690

(95.1)
100

（億円）

基金現在高の推移（一般会計）
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　　（注）地方債現在高の推移、公債費の推移及び基金現在高の推移の数値は、平成16～23年度は決算額、平成24年度は決算見込
　　　　　額、平成25年度は予算額を計上。
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１２．行政改革等の取り組みによる削減 

 

（     事       項     ） （  削  減  額  ） 

・行政経営戦略計画に掲げた項目に関するもの  

(1)給与などの適正化 △５９,６００千円 

 [一般会計 一般職] 
退職手当の引き下げによる削減  

(2) 自主性・自立性の高い財政運営の確保 △２,２６２ 

 [補助金の見直し] 

補助の廃止または補助金額の精査等による削減  

(3) 地方公営企業の経営健全化 △３６,０００ 

 [下水道使用料の見直しによる収入増] 

  

(4)事務事業の見直し △４７,４０５ 

[家族介護慰労事業]         △22,927 千円 

家族介護慰労金給付対象者の見直しによる給付費の削減 

 

[住基ＩＣカード多目的利用推進事業] △5,596 千円 

証明書等コンビニ交付サービスの導入に伴い、本庁舎設置の自動交付機 

及び駅証明サービスコーナーを廃止 

      ほか 

 

  

・枠配分予算による削減（一般財源削減額） △３６,３８３ 

  

  

計 △１８１,６５０ 
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１３．重要政策課題（重点プロジェクト事業）事業一覧   

※は新規事業 

① 地域活力創造                                              （単位：千円） 

事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

奥の細道むすびの地記念

館関連事業 
（89,106）   

 
奥の細道むすびの地記

念館イベント事業 
48,500 

・にぎわいづくり事業            2,200 

・四季のイベント事業補助金        7,000 

・おおがき芭蕉楽市事業補助金      14,000 

奥の細道ゆかりの都市等を招聘し、観光交流物産展等を実

施する。 

・春の芭蕉祭事業補助金         13,000 

奥の細道むすびの地記念館開館 1周年記念として、観光交

流物産展、大茶会、水門川舟下り、きもの園遊会、スタンプ

ラリー、ステージイベント、市民俳句まつりなどを開催する。 

   開催日 平成 25年 4月 7日（日） 

・秋の芭蕉祭事業補助金         12,000 

観光交流物産展、大茶会、きもの園遊会、スタンプラリー、

ステージイベント、市民俳句まつりなどを開催する。 

   開催日 平成 25年 11 月 3日（日） 

商工観光課 

 
奥の細道むすびの地コ

ンサート事業 
240 

奥の細道むすびの地記念館のイベント広場を活用したコンサ

ートを開催する。 

市民活動 

推進課 

 
奥の細道むすびの地記

念館展示事業 
32,000 

奥の細道むすびの地記念館の企画展示（4回）・映像制作など

を行う。 
文化振興課 

 
奥の細道むすびの地記

念館リレー講座事業 
2,966 

奥の細道むすびの地記念館の展示内容等に関する講演会や講

座を開催する。 
文化振興課 

 
※奥の細道縁むすび・出

会い婚パーティー事業 
2,000 

かがやき婚活事業の一環として、奥の細道むすびの地記念館

のイベント広場等を活用したイベントを開催する。 

市民活動 

推進課 

 おむすび博開催事業 3,400 
奥の細道むすびの地や美濃路などの地域資源を活用した体験

講座「おむすび博（結ぶまちおおがき体験博）」を開催する。 

市民活動 

推進課 

芭蕉元禄事業 78,527 

芭蕉と芭蕉が生きた元禄時代にスポットを当てた様々な事業

を展開し、県内外からの誘客を図り、賑わいを創出する。 

・芭蕉元禄大垣水門川舟下り事業補助金     29,400 

・芭蕉元禄大垣楽市楽座まるごとバザール事業補助金 

                       7,000 

・芭蕉元禄大垣イルミネーション事業補助金   8,500 

・芭蕉元禄大垣食の祭典事業補助金       5,000 

※日本どまんなか城下町フォーラム事業補助金  7,000 

   ＮＥＸＣＯ中日本管内のお城を巡るスタンプラリーや、 

  関係自治体による観光交流物産展等を実施する。 

※ぷらっと大垣まち歩きガイド事業補助金    3,000 

   水門川舟下り事業等のイベントや、まつり等の期間中に、高 

  校生や大学生等による、まちなか観光案内を実施する。 

・芭蕉蛤塚忌全国俳句大会事業補助金      5,350 

・東西全国俳句相撲事業補助金（10 回記念）   9,000 

・学校句会ライブ事業             1,077 

・１６万市民投句事業             1,834 

※俳句文化普及事業               696 

   俳句を生かした地域づくりに資する講演会を開催する。 

※三尺俳句教室事業               154 

   俳句愛好初心者などを中心に、句会を開催する。 

ほか 

商工観光課 

・ 

社会教育 

スポーツ課 

・ 

文化振興課 
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事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

※たらい舟製作事業 4,200 
岐阜県産材を活用したたらい舟を新たに 6 艘製作する事業に

対し補助する。（秋から 18艘で運行） 
商工観光課 

広域観光事業 3,500 

・西美濃まつりスタンプラリー事業補助金    2,700 

西美濃地域の郷土色豊かな様々なまつりを巡るスタンプ

ラリーを実施し、西美濃地域全域から奥の細道むすびの地記

念館への誘客を図る。 

※西美濃広域キャンペーン事業補助金          800 

大垣西インターチェンジの開通を契機として広域観光Ｐ

Ｒを強化するため、ＮＥＸＣＯ中日本と連携した共通優待券

付きのリーフレットを高速道路のＳＡ・ＰＡ等に設置する。 

商工観光課 

おいしい大垣の水ＰＲ事

業補助金 
3,400 

「水の都大垣」をＰＲするため、「おいしい大垣の水」の商品

化に対し補助する。 

 作成本数  水    20,000本（ペットボトル、ビン） 

       ラムネ  20,000本 

商工観光課 

※大垣推奨土産品事業補

助金 
4,500 

「大垣推奨土産品」を立ち上げ、認定製品のＰＲや販売促進

を行う事業に対し補助する。 
商工観光課 

※観光まちづくり調査研

究事業 
1,000 

大垣城、奥の細道むすびの地記念館及び美濃路大垣宿本陣跡

などの施設と、四季の路や美濃路などの観光ルートや周辺店舗

を合わせた統合的な観光ＰＲ方法等を調査研究する。 

商工観光課 

戦略的中心市街地活性化

推進事業 
48,030 

・中心市街地にぎわいづくり事業              1,500 

中心市街地において、賑わい創出を目的としたイベントを

実施する市民団体等を公募し、事業を委託する。 

・中心市街地商店街元気ハツラツ市事業補助金 12,000 

月 1 回、大垣駅通りにおいて「元気ハツラツ市」を開催す

る大垣市商店街振興組合連合会に対し補助する。  

歩行者天国、ワゴンセール、市民団体出演  ほか 

・城下町おおがき新春マラソン事業補助金      9,000 

中心市街地の活性化及び賑わい創出を目的とした「城下町

おおがき新春マラソン 2014」の実施に対し補助する。 

・中心市街地リフレッシュサポート事業補助金 13,120 

  出店時の改装費補助  ：補助率 1/2（限度額 100万円） 

  出店後の店舗賃借料補助：補助率 1/2（限度額 3万円／月） 

・中心市街地ファサード整備事業補助金        3,000 

既存店舗のファサード（店舗の通りに面した部分）の改修

に対し補助する。補助率 1/2（限度額 100 万円） 

・中心市街地ハツラツ店舗支援事業補助金        500 

中心市街地内の空き店舗を調査・把握し、出店希望者の空

き店舗出店支援を実施する大垣商工会議所に対し補助する。 

・中心市街地自転車利用促進事業補助金        1,710 

中心市街地の回遊性や買い物を促進するため、市営有料自

転車駐車場の定期利用者に商品券を配布する大垣市商店街振

興組合連合会に対し補助する。 

・中心市街地駐車券サービス事業補助金       1,200 

商店街各店舗が実施する自動車駐車券サービスを支援する

大垣市商店街振興組合連合会に対し補助する。 

※中心市街地商店街情報誌発行事業補助金      1,000 

商店街の賑わい創出及び個店の魅力向上を図るため、商店

街全店舗を網羅した情報誌を作成する大垣市商店街振興組

合連合会に対し補助する。 

・中心市街地アートフルタウン事業補助金      5,000 

誘客促進や賑わい創出のため、空き店舗等を活用した芸術

を楽しむギャラリーを設置する大垣市アートフルタウン実行

委員会に対し補助する。。 

   開催日 平成 25年 10 月 4日（金）～11月 4日（月・祝） 

商工観光課 
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事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

大垣駅南街区市街地再開

発事業 
497,300 

大垣駅南街区市街地再開発組合が実施する第一種市街地再開

発事業（西棟第 1期整備工事等）に対し、補助する。 
市街地整備室 

※大垣駅西自転車駐車場

建設事業 
461,000 

大垣駅南街区市街地再開発事業により整備される駅西自転車

駐車場のうち、整備が完了する西棟第 1 期工事に含まれる部分

について、取得する。 

  延床面積 2,622 ㎡  収容台数 1,850台 

生活安全課 

大垣駅南口広場再構築計

画策定事業 
15,000 

・大垣駅南口広場基本計画策定事業           11,000 

大垣の玄関口として市民・来訪者に親しまれる快適な公共

空間の創出を図るため、大垣駅南口広場整備の基本計画を策

定する。 

※大垣駅南口エスカレーター調査事業         4,000 

大垣駅利用者の利便性向上のため、南口での下りエスカレ

ーターの設置可能性を検討するための調査等を実施する。 

市街地整備室 

※企業立地可能性調査事

業 
3,000 

新たな工場等の進出や、既存企業の増設・業務拡張に対応す

る用地の確保を図るため、新たな開発の可能性や、全国的な事

例を調査するとともに、開発手法の調査を実施する。 

産業振興室 

工場等設置奨励金 123,244 
企業の立地を促進するため、工場等設置の際の投下固定資産

に対して賦課された固定資産税額を限度とし、補助する。 
産業振興室 

コールセンター等立地促

進事業補助金 
7,784 

情報通信関連サービス業（コールセンター、データセンター、

ソリューションセンター等）の事務所賃借等に対して補助する。 
産業振興室 

まちづくり構想策定事業 2,000 
中山道・赤坂宿周辺地域の歴史的・文化的資源を生かした今

後のまちづくりに関する構想を策定する。 
政策調整課 

※都市魅力ＰＲ推進事業 1,200 

子育て世代の定住促進を図るため、市が実施する子育て支援

施策等や、自然豊かな上石津地域の魅力を市内外に向けてＰＲ

する。 

政策調整課 

※域学連携まちなか再生事

業 
5,000 

子育て世代に選ばれる街の実現に向け、大学と共同で都市環

境の在り方や戦略について、調査研究、施策構築を実施する。 
都市計画課 

※ご当地ナンバープレート

導入事業 
2,200 

納税者の納税意識の高揚及び市民の郷土への誇りや愛着の醸

成とともに、本市を訪れる方へのＰＲを図るため、原動機付自

転車の新課税標識（ご当地ナンバープレート）を交付する。 

課税課 

農業ビジョン推進事業 (9,480)   

 
※鳥獣被害対策支援事

業補助金 
5,000 

除草等管理経費の負担軽減を図るため、国の交付金を活用し

て有害鳥獣防護柵を設置する団体に対し、補助対象外である柵

下の防草シート資材費を補助する。 

農林課 

 
※六次産業化推進事業

補助金 
1,000 

農業生産から加工、販売までを総合的に行う「六次産業化」

を推進するため、農林水産物を活用した新たな商品開発・販売

促進を行う経費に対し補助する。 

農林課 

 
新規就農者所得補償事

業補助金 
2,000 

農業所得が一定額未満の就農者について所得補償し、新たな

担い手の確保を図る。 
農林課 

 
農業生産基盤整備推進

事業補助金 
980 

農地の畦畔除去及び均平作業による大区画化に係る経費に対

し補助する。※25年度より外部委託だけでなく、自前対応も補

助対象とする。 

農林課 

 
農産物オーナー制度支

援事業補助金 
500 

食と農のつながりを深め、多角化による農業経営の安定化を

図るため、農産物オーナー制度を実施する団体に対し補助する。 
農林課 

揖斐川橋修復活用計画策

定事業 
3,670 

国指定の重要文化財である揖斐川橋の適切な修復及び活用を

推進するため、修復活用計画を策定する。 

（平成 24～25年度事業） 

道路課 
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事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

景観形成事業補助金 3,500 

大垣市景観遺産として指定した建築物及び工作物の保全に係

る費用の一部を補助する。 

建築物 補助率 7/10（限度額 350 万円） 

工作物 補助率 7/10（限度額 140 万円） 

都市計画課 

文化的景観等保全事業 2,056 

歴史的建造物の保全等について、その保存方法や活用を調

査・検討する。 

無何有荘大醒榭・赤坂地区建造物 

文化振興課 

※市営住宅長寿命化事業 91,100 

市営住宅等長寿命化計画をもとに、計画的な改修による既存

団地の延命化と、今後の需給バランスを考慮した適正な戸数の

確保を図る。 

 ・長寿命化改修工事（和合団地簡二 下水切替ほか） 

 ・福祉対応可能性調査              ほか 

住宅課 

※旧清水家住宅整備事業 11,000 

中山道赤坂宿に残る最も古い建物のひとつである旧清水家住

宅を、まちづくりの拠点施設として整備する。 

（平成 25～26年度事業） 

文化振興課 

※昼飯大塚古墳歴史公園

完成記念事業 
4,750 

昼飯大塚古墳歴史公園の完成を祝し、記念式典及び赤坂・青

墓地域の歴史遺産を回遊するウォーキングを実施する。 

 ・完成記念式典  開催日 平成 25年 4月 6日（土） 

 ・赤坂・青墓地域歴史探検ウォーク 

          開催日 平成 25年 9月 23日（月・祝） 

文化振興課 

※市史刊行記念シンポジ

ウム開催事業 
1,600 

市史全 10巻の刊行を記念し、記念式典、公開シンポジウム及

び記念講演を実施する。 

   開催日 平成 26年 3月 22日（土） 

市史編纂室 

※音で観る守屋多々志の

世界事業 
500 

守屋多々志氏の画業を広く浸透させるため、歴史画に描かれ

た古典や音曲の名作を題材とした語りや演奏を美術館展示作品

と連動した内容で上演し、守屋作品の魅力を紹介する。 

守屋多々志 

美術館 

※北公園陸上競技場改修

事業 
133,000 

市内の高等学校・小中学校の陸上部を始め、多くの市民が練

習の場として利用する陸上競技場のトラックを改修し、更なる

スポーツ振興を図る。   （平成 25～26 年度事業） 

  300ｍトラック改修、250ｍ外周コース新設 ほか 

社会教育 

スポーツ課 

※浅中公園総合グラウン

ドソフトボール場整備事

業 

29,000 

「大垣ミナモソフトボールクラブ」の支援及び日本ソフトボ

ール女子 2 部リーグの開催を誘致できるよう、浅中公園総合グ

ラウンドソフトボール場の整備を実施する。 

社会教育 

スポーツ課 

地域活力創造 計 1,639,647 ３８事業（うち新規 １８事業 761,050）  

 

② 安全・安心                                                         （単位：千円） 

事  業  名 金 額 事   業   概   要 担当課 

※防災ハザードマップ作

成事業 
9,000 

24 年度に実施した防災アセスメント調査をもとに、最新の

災害想定に則した各種ハザードマップを整備する。 

 液状化危険度マップの新規作成 

 既存ハザードマップ（洪水・土砂災害ほか）の更新 

生活安全課 

防災行政無線整備事業 22,000 
本庁舎から市内全域の住民に同時広報できる防災行政無線

の難聴地域解消のため、屋外拡声子局を追加整備する。 
生活安全課 

新庁舎建設基礎調査事業 4,700 

行政運営の基幹施設としての機能向上と、有事における防

災拠点施設としての機能確保を図るため、新庁舎建設に向け

た調査研究を実施する。 

契約課 

防災設備等整備事業 3,940 
災害時に備えるため、防災資機材等（ガソリン缶詰、毛布

等）を整備する。 
生活安全課 
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事  業  名 金 額 事   業   概   要 担当課 

非常食備蓄事業 2,180 

東日本大震災の教訓を生かし、非常食及び保存水の備蓄充

実を図る。 

   非常食 5,400 食   保存水 1,000本 

生活安全課 

自主防災組織支援事業 15,570 

自主防災組織（自治会）が行う防災資機材購入費等に対し

補助する。 

   補助率 1/2 以内（限度額 15 万円） 

生活安全課 

防災リーダー養成事業 1,560 
防災リーダーを養成するための防災ひとづくり塾や防災に

関する出前講座を行う。 
生活安全課 

※中学校災害時避難誘導

対策強化事業 
3,800 

災害時に的確な安全対応をとることができるよう、避難誘

導に必要となる備品を計画的に整備する。25 年度は、非常

時の情報伝達手段として有用なポータブルアンプ（全 10 校

分）を購入する。 

庶務課 

外国人市民防災啓発事業 180 
外国人市民の防災意識の向上を図るため、外国人市民を対

象とした防災講座や防災訓練等を実施する。 

まちづくり 

推進課 

※外国人市民向け防災ガ

イドブック作成事業 
1,800 

災害時にとるべき行動や、ハザードマップなどを、3カ国語

（ポルトガル語・中国語・英語）に翻訳した「防災ガイドブ

ック」を作成する。 

まちづくり 

推進課 

地震対策事業 (510,900)   

 

木造住宅等耐震対策支

援事業 
145,430 

いずれも昭和 56年 5月 31日以前着工が対象 

・木造住宅耐震診断委託      4,500 

年間100件の申し込みを限度に木造住宅の耐震診断を市

が実施する。 

・木造住宅耐震補強工事費補助金 63,000 

耐震診断を行った木造住宅のうち、診断結果で「建物が

傾いたり全壊するおそれがある」と診断された住宅を対象

に、耐震補強工事費の一部を補助する。 

   補助率 7/10（限度額 210 万円） 

・木造住宅耐震補強設計費補助金    500 

耐震診断を行った木造住宅のうち、診断結果で「建物が

傾いたり全壊するおそれがある」と診断された住宅を対象

に、耐震補強設計費用の一部を補助する。 

   補助率 1/3（限度額 10 万円） 

・特定建築物等耐震補強工事費補助金 74,400 

建物が傾いたり全壊するおそれがある特定建築物等を

対象に、耐震補強工事費の一部を補助する。 

・建築物等耐震診断費補助金         3,000 

木造住宅以外の建築物を対象に、耐震診断費用の一部を

補助する。 

   補助率 2/3（限度額 100万円） 

建築課 

 

※安井保育園耐震補強

事業 
2,100 園舎耐震補強実施設計委託 子育て支援課 

 

※小学校非構造部材耐

震対策事業 
16,500 

屋内運動場非構造部材点検委託 

屋内運動場の非構造部材（外壁材・内装材・天井材・照

明器具・窓ガラス・建具など）に係る点検を実施する。 

点検実施校 西小学校 ほか 10校 

庶務課 

 

※中学校非構造部材耐

震対策事業 
6,000 

屋内運動場非構造部材点検委託 

屋内運動場の非構造部材（外壁材・内装材・天井材・照

明器具・窓ガラス・建具など）に係る点検を実施する。 

点検実施校 興文中学校 ほか 3校 

庶務課 

 

※興文小学校屋内運動

場改築事業 
203,100 

鉄筋コンクリート造 2階建 1,917㎡ 

  アリーナ、ステージ、会議室、多目的室 ほか 
庶務課 
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事  業  名 金 額 事   業   概   要 担当課 

 

※文化施設耐震補強可

能性調査事業 
25,070 

施設の耐震化等の方針を決定するため、文化施設の耐震補

強可能性調査を実施する。 

  ・図書館  ・市民会館  ・文化会館 

図書館 

・ 

文化振興課 

 

公共下水道管渠地震対

策緊急整備事業 
86,600 

地震等災害時の防災拠点や避難所と浄化センターを結ぶ重

要な管渠の耐震化を進める。 

 禾森町地内ほか  汚水 16号幹線 671.9ｍ 

下水道課 

 

公共下水道終末処理場

地震対策緊急整備事業 
26,100 

地震等災害時の処理場機能を維持するため、浄化センター

の耐震化を進める。25 年度は、水処理棟・汚泥棟の耐震診断

を実施する。 

下水道課 

治水事業  (599,300)   

 

浸水対策事業 314,000 

浸水被害が発生している地域において、排水基本計画に基

づき、早期に治水安全度の向上を図るための排水対策等を実

施する。 

・雨水流出抑制施設設計（北中学校） 

・江西川護岸整備  ・大井排水機場設計 

・本今調整池用地購入 ほか 

治水課 

 

浸水対策事業（公共下水

道雨水処理施設建設事

業） 

200,000 

・笠木ポンプ場建設工事  147,800（平成 23～25年度事業） 

  笠木町地内  鉄筋コンクリート造 2階建 

  延床面積  1,065 ㎡  ポンプ 2台整備（3.6 ㎥/s） 

・鶴見ポンプ場用地購入ほか 52,200 

下水道課 

 

排水機場改修事業 85,300 
・木戸排水機場改修工事 

木戸町地内  ポンプオーバーホール 2基ほか 

（平成 24～25年度事業） 

治水課 

急傾斜地崩壊対策事業 46,000 

・県単急傾斜地崩壊対策事業（上石津町打上地内） 14,300 

・県施行急傾斜地崩壊対策事業負担金 

（上石津町一之瀬地内ほか）   30,000 

治水課 

民間建築物アスベスト対策

事業 
5,000 

 民間建築物のアスベスト含有調査及び除去工事に対し補助

する。 

・調査費の全額を補助（限度額 25 万円） 

・除去費の 2/3 を補助（限度額 200 万円） 

建築課 

※通学路安全対策事業 19,300 

小学校の通学路に係る危険箇所の点検により対策が必要

とされた箇所に対し、舗装補修や待機場・交通安全施設の設

置を実施する。 

  舗装補修・待機場設置  10 カ所 

  交通安全施設設置   136 カ所 

道路課 

・ 

生活安全課 

・ 

学校教育課 

道路安全対策事業 50,500 
・橋りょう補修設計（静里町地内ほか 2カ所）   10,500 

・橋りょう補修工（野口地内ほか 1カ所）     40,000 
道路課 

浅中２号橋架替事業 19,000 
第一次緊急輸送道路である名神高速道路に隣接する浅中２

号橋の架替に係る詳細設計及び地質調査を実施する。 
道路課 

地域看護力拡充支援事業 50,000 

市内医療機関における看護師不足を解消し、医療体制の充

実を図るため、大垣女子短期大学が行う看護学科新設に伴う

校舎建設に対し補助する。 （平成 24～25 年度事業） 

保健センター 

小児夜間急患医療事業 25,731 

夜間の小児急病患者（15 歳以下）の一次救急医療を大垣市

民病院救命救急センター内の小児夜間救急室で実施する。 

3日/週（木・土・日曜日） 年間 150日 18～21 時 

保健センター 

安全・安心 計 1,390,461 ２８事業（うち新規 ９事業 286,670）  
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③ 環境・エネルギー                                                  （単位：千円） 

事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

※新エネルギービジョン策

定事業 
5,700 

公共施設への計画的な新エネルギー設備の導入などを検討

するため、エネルギーの地産地消など、エネルギー政策の今後

の方向性を示す計画を策定する。 

環境衛生課 

地下水利用型地中熱利用調

査研究事業 
2,700 

大学との連携により、民間施設の地下水利用地中熱ヒートポ

ンプ設備の消費エネルギー量や発生熱量等を調査・分析し、地

中熱利用の導入可能性について検証する。 

政策調整課 

・ 

環境衛生課 

※地下水利用地中熱ヒート

ポンプモデル設置事業補助

金 

5,000 

再生可能エネルギーである地中熱の効果を実証するため、地

下水の熱エネルギーを利用した空調設備である地下水利用地

中熱ヒートポンプ設備の設置に対し、設置費の一部をモデル的

に補助する。 

  補助率 1/2（限度額100 万円） 

環境衛生課 

環境フォーラム開催事業 1,850 

「市の魚」制定 5周年を記念し、テーマを「生物多様性」と

「ハリヨ」に絞り、広く参加者を募集し、市の魚「ハリヨ」の

周知及び環境意識の高揚を図る。 

環境衛生課 

市の魚啓発事業 1,970 

「市の魚」制定 5周年を記念し、ハリヨグッズ（バッジ、マ

グネット）を作成するとともに、今後のハリヨの保護活動の参

考資料とするための生息調査を実施する。 

環境衛生課 

太陽光発電設備設置事業補

助金 
30,000 

新エネルギーの普及促進を図るため、一般家庭での太陽光発

電設備の設置に対し補助する。 

  補助金額 2.5 万円／kW（上限 4kW 10 万円） 

環境衛生課 

グリーン電力活用推進事業 9,779 

・グリーン電力活用推進事業奨励金 8,480 

環境に対する意識高揚を促進するため、太陽光発電によ

る環境価値の創出に対し奨励金を交付する。 

   奨励金額 20円／kWh（上限 2,000kWh 4 万円） 

   対象者  23 年度までの住宅用太陽光発電設備設置者

のうち、計量法適合電力メーター設置者 

環境衛生課 

バイオガス発電設備整備事

業 
26,200 

浄化センターの汚泥処理工程で発生するバイオガス（メタン

ガス）を発電及び処理施設の加温へ同時に有効利用できる設備

を整備するための詳細設計を実施する。 

（平成 24～29年度事業） 

下水道課 

家庭用燃料電池設置事業補

助金 
3,000 

二酸化炭素排出削減と省エネの推進を図るため、発電と給湯

の機能を合わせ持つ家庭用燃料電池の設置に対し補助する。 
環境衛生課 

※家庭用蓄電池設置事業補

助金 
2,000 

太陽光で発電した電力を自動で充電し、夜間や災害時におけ

る電力不足にも対応できる家庭用蓄電池の設置に対し補助す

る。 

  補助金額 5万円／kWh（上限 4kWh 20 万円） 

環境衛生課 

ＬＥＤ照明機器導入事業補

助金 
15,000 

身近で手軽に取り組める節電行動を促進するため、節電効果

及び二酸化炭素排出削減効果の高いＬＥＤ照明機器への切替

えに対し補助する。 

環境衛生課 

ＬＥＤ交通安全灯整備事業 49,500 
既存の交通安全灯（蛍光灯、水銀灯）をＬＥＤ式に更新し、

省エネの推進と環境に対する意識の高揚を図る。 
生活安全課 

商店街装飾街路灯ＬＥＤ化

推進事業補助金 
6,000 

中心市街地における街路灯の省エネ化と近代化を推進する

ため、商店街振興組合が実施する街路灯のＬＥＤ化に対し補助

する。 

商工観光課 

公園園内灯ＬＥＤ化事業 2,600 

避難場所となる公園に、太陽光発電設備を有するＬＥＤ式の

園内灯を設置することにより、二酸化炭素排出量の削減と防災

機能の強化を図る。 

  設置場所 東公園 2基 

都市施設課 
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事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

生ごみ減量大作戦事業 (3,853)   

 
ダンボールコンポスト

推進事業 
2,465 

家庭より排出される生ごみを比較的手軽な方法で自家処理

できるダンボールコンポストを広く市民に普及させる。 

 ・ダンボールコンポスト推進事業委託   175 

 ・ダンボールコンポスト推進事業補助金 2,290 

  （うちダンボールコンポスト購入補助 1,190） 

資源対策課 

 
生ごみ処理容器等購入

費助成事業 
1,388 生ごみ処理容器等購入事業補助金（120 基） 1,380 資源対策課 

環境保全型農業直接支払事

業 
9,600 

農業振興地域において、化学肥料・化学合成農薬を 5割以上

低減し、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活

動に取り組む農業者等に対し補助する。 

  補助単価  4,000 円／10ａ 

農林課 

企業の森整備事業 2,000 岐阜県、大垣市、企業が連携し、企業の森を整備する。 農林課 

森林バイオマス資源（木質

ペレット）利用推進事業 
3,348 

上石津地域の間伐材から木質ペレットを製造し、燃料として

市の各施設に供給する。 

 ・ペレットストーブ 牧田保育園ほか 9施設 

 ・ペレットボイラー 奥養老セミナーハウス 

農林課 

※間伐材利用拡大事業 1,000 

市内で伐採された間伐材を使ったベンチを設置する。 

 ・間伐材ベンチ 25 基 

  （子育て総合支援センターほか 14カ所） 

農林課 

※青少年憩いの森遊歩道整

備事業 
3,000 

青少年憩いの森遊歩道（朝長ルート 1,610ｍ）を整備する。 

 休憩所改修（2カ所）、階段横木修繕（2カ所）ほか 

社会教育 

スポーツ課 

公園新設改良事業 (226,700)   

※玉池公園改修 84,600 

荒尾玉池地内   改修面積 約 15,000㎡ 

 広場改修、池改修（園路・桟橋整備、水質改善） ほか 

（平成 25～26年度事業） 

都市施設課 

※曽根城公園拡張 142,100 
曽根町地内    拡張面積 約 6,928㎡ 

 菖蒲池改修、梨花の森拡張、駐車場整備、用地購入 ほか 
都市施設課 

四季の里整備事業 19,700 

多くの人が訪れる公園等を四季の里として親しんでもらう

ため、四季折々の特色ある花木を植栽する。 

・浅中公園〔ツツジ〕  ・杭瀬川スポーツ公園〔キク〕 

・三城公園〔ツバキ〕               ほか 

都市施設課 

四季の回廊「千本夢桜」事

業 
24,400 

長期間観賞できるよう開花時期の異なる桜を植樹し、「四季

の里」を河川堤防や輪中堤の桜並木でつなぐ。 

 ・杭瀬川遊歩道桜並木整備 530m〔カンザクラ等〕 

 ・大島堤桜並木整備    150m〔ソメイヨシノ〕 

都市施設課 

四季の路遊歩道整備事業 27,000 

中心市街地における回遊性を高めるとともに、都市緑化の推

進を図るため、水門川沿いに整備された遊歩道「四季の路」の

改修整備を行う。 

都市施設課 

※ペーパーレス会議システ

ム実証実験事業 
870 

会議を紙ベースではなく、タブレット型コンピュータによる

電子データの閲覧で行う環境を構築するため、その活用方法の

実証実験を実施する。 

情報企画課 

環境・エネルギー 計 482,770 ２７事業（うち新規 ８事業 244,270）  
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④ 子育て日本一                                                   （単位：千円） 

事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

※子育て支援計画策定事業 2,200 

国の「子ども・子育て支援法」に基づき、子育て施策の基

本計画である子育て支援計画（平成 27～31 年度）を策定す

るための基礎資料となるニーズ調査等を実施する。 

子育て支援課 

子ども医療費支給事業 912,800 

・子ども医療費助成【市単独制度】   545,800 

  小学生（入院・通院）    313,400 

  中学生（入院・通院）    141,600 

  高校生世代（入院・通院）   90,800 

・乳幼児医療費助成【県制度】     367,000 

 小学校就学前（入院・通院） 367,000 

窓口 

サービス課 

保育園保育料の軽減  《参考》25年度保育料軽減率 41.0％（前年度 40.6％）  

 

①保育園保育料の軽減 [500,308]

国の徴収基準額に対する軽減率が 35％程度になるように、

保育園の保育料を軽減する。 

 25 年度保育料軽減率 36.5％（前年度 35.9％） 

子育て支援課 

②２人以上同時入園の場

合の第２番目の児童の保

育料の軽減 

[18,284]

幼保園・保育園・幼稚園に子を２人以上同時に入園させて

いる場合、第２番目の児童の保育料を６割軽減する。（国の

基準は５割軽減） 

子育て支援課 

③保育料の一部無料化 [43,082]

同一世帯で児童を３人以上養育している場合、当該児童の

うち、その出生の最も早い児童から順次に数えて第３番目以

降の３歳未満児に係る保育料を無料とする。 

子育て支援課 

かがやき婚活事業 1,300 
独身男女の出会いの場となるようなイベントを企画・開催

する。 

市民活動 

推進課 

妊婦健康診査事業 158,176 
妊婦健康診査の受診を促進するとともに、妊婦の経済的負

担の軽減を図るため、受診票（補助券）を14回分交付する。 
保健センター 

マタニティ歯科健診事業 2,131 

歯周病やむし歯に罹患しやすい妊婦に対し、市内の指定医

療機関で利用できる受診券を 1回分交付し、口腔内の疾病予

防と安全な出産の促進を図る。（個人負担 300円） 

保健センター 

特定不妊治療費助成事業 17,000 

特定不妊治療費のうち、県から受けた助成を控除した額に

ついて補助する。 

限度額 10万円／回  期間 5年間 

保健センター 

ワクチン接種促進事業 161,454 

医療機関での各ワクチンの接種費用を全額助成する。 

・子宮頸がん予防ワクチン 47,270（小 6～中 3女子） 

・ヒブワクチン      46,626（2カ月～5歳未満児） 

・小児用肺炎球菌ワクチン 66,521（2カ月～5歳未満児） 

保健センター 

※ふたごちゃん・みつごちゃ

ん育児応援事業 
252 

多胎児出産と育児における不安や、身体的・精神的な負担

の軽減を図るため、健診時における待ち時間を利用した育児

相談、健診移動等の支援を実施する。 

保健センター 

病児保育事業 9,760 

保護者の就労等を支援するため、病気の回復期児童や症状

の急変が認められない病児を対象に一時保育を実施する。 

 対象者 小学校 3年生まで  定員 4人 

子育て支援課 

北幼保園建設事業 999,000 

北保育園、かさぎ保育園、北幼稚園を統合し、新たに北幼

保園を整備する。（平成 24～25年度事業） 

  室村町地内 鉄骨造 2階建 延床面積 3,572㎡ 

  定員 300 人（保育園 195人、幼稚園 105 人） 

  平成 26年 4月開園予定 

子育て支援課 

子育て支援の輪拡大事業 2,451 

・子育て支援の輪拡大事業 

 ・「Ⅰ(愛)リング」の配布 1,300 個 

 ・「水都っ子ウィーク」（8月 2～8日）に重点的に啓発 

・地域子育て支援拠点イベント開催事業 

元気ハツラツ市にあわせて開催（8・10月の第 1日曜日） 

子育て支援課 
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事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

子育て総合支援センターフ

ェスティバル事業 
1,260 

子育てに対する意識高揚を図るイベントを開催する。 

  開催日 平成 25年 11 月 24日（日） 

子育て総合 

支援センター 

※子育て応援わくわくフリ

ーマーケット事業 
1,130 

地域の子育て家庭が交流し情報交換の輪を広げる場とし

て、子育て家庭を対象としたフリーマーケットのほか、子供

向けの各種イベントを開催する。 

  開催日 平成 25年 7月 28日（日） 

子育て総合 

支援センター 

※地域子育て応援団事業 160 

子育て支援に熱意のある個人・団体・企業等を「地域子育

て応援団」として登録・公開し、子育て支援を必要とする関

係機関・団体等とのマッチングを実施する。 

子育て総合 

支援センター 

子育てサロン事業 7,738 

親子同士が自由に交流できる子育てサロンを開催する。 

  子育てサロン 14 カ所 

  父親のための子育てサロン 6カ所 

子育て総合 

支援センター 

※子育て学習プログラム講

座事業 
250 

子育ての知識向上を図るため、子育て中の母親を対象に、

大垣女子短期大学で子育てに関する学習講座を開催する。 

子育て総合 

支援センター 

子育て人材育成事業 2,514 
保育園・幼稚園等の保育者への研修や、子育て支援者養成

講座を実施する。 

子育て総合 

支援センター 

わくわく里山体験事業 800 

上石津の自然豊かな地域にある時保育園とその周辺にお

いて、情操保育を目的とした自然体験活動を実施する。 

 対象 公立保育所 5歳児（大垣地域 9園、墨俣地域 1園） 

子育て支援課 

※幼稚園食育体験ツアー事

業 
300 

偏食や朝食欠食など好ましくない食習慣が身につきやす

い幼児期に、身近なスーパーマーケットを会場として体験型

食育プログラムを実施する。 

 対象 公立幼保園・幼稚園全 17園 

子育て支援課 

※親子調理体験事業 63 
水都っ子ウィーク期間中に、南部学校給食センターにおい

て、調理釜（千人釜）を使った親子調理体験を実施する。 

南部学校 

給食センター 

※幼児期運動調査研究事業 1,200 

大学との連携により、幼児期の運動体験不足をテーマに、

家庭や地域でも行える多様な動きを取り入れた運動遊びを

モデル的に実践し、子どもの発育と運動遊びの関連性の調査

研究を実施する。（実施予定園 赤坂幼保園） 

政策調整課 

・ 

子育て支援課 

※幼児教育ＩＣＴ活用実証

実験事業 
2,900 

園児が楽しみながら最新のＩＴに触れる機会を提供する

ため、タブレット型コンピュータを保育園等にモデル的に導

入し、幼児教育や保育への有効活用の研究等を実施する。 

 実施予定園 丸の内・三城・牧田保育園、青墓幼保園、 

       西・中川幼稚園        計 6園 

情報企画課 

つなぐ・つながる保幼小連携

モデル事業 
410 

日新地区（日新小学校、日新幼保園）において、保育園・

幼稚園から円滑に小学校生活に移行できるよう、保幼小連携

の取り組み方法や推進体制の確立を研究する。 

子育て支援課 

かがやき教育週間推進事業 1,900 

「かがやき教育週間」（6月 9～16日）に家族でふれあう時

間を確保し、大切にする意識を高めるため、親子で一緒に郷

土の歴史等を学ぶ機会を育むための活動を実施する。 

 ・教育講演会の開催 

 ・親子ふれあい推進事業の実施   ほか 

学校教育課 

・ 

社会教育 

スポーツ課 

・ 

子育て支援課 

東北と結ぶ絆事業 2,950 

 東日本大震災で被災し、困難に立ち向かっている宮城県岩

沼市の子どもたちを受け入れ、児童会・生徒会活動等の成果

発表を通じた交流活動を実施する。 

学校教育課 

水都っ子夢の教室事業 10,500 

財団法人 日本サッカー協会の「ＪＦＡこころのプロジェ

クト夢先生」事業と連携し、トップアスリート等による授業

を実施する。（対象 小学校 5年生 ※中学校 2年生） 

庶務課 

水都っ子創造体験学習事業 1,500 

・音楽体験学習事業      1,100 

小さな子どもたちと親が気兼ねなくふれあうことがで

きる音楽体験コンサートなどを開催する。 

・科学体験学習事業       400 

子どもたちの創造力の向上や科学への興味を高めるた

め、小学校高学年を対象とした科学実験学習を実施する。 

文化振興課 
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事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

水都っ子はかせくん応援事

業 
1,300 

より発展的な学習を行う参加体験型の学習会を開催し、

個々の意欲や能力を伸ばす支援を行う。 

対象 小学校 5・6年生  科目 英語・算数・国語 

学校教育課 

ドリームサイエンススクール

事業 
1,156 

理科や科学に対する興味･関心を喚起するため、独立行政

法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）と連携し、小中学校にお

いて JAXAが保有する教材等を活用した授業等を実施する。 

庶務課 

奥の細道むすびの地記念館

小学生施設見学事業 
2,800 

俳句づくりを通じて国語学習を深めるとともに、大垣の先

賢について学習し郷土への理解を深めるため、小学校 6年生

を対象とした奥の細道むすびの地記念館見学会を実施する。 

文化振興課 

※昼飯大塚古墳歴史公園等

小学生施設見学事業 
2,005 

郷土の歴史や文化への理解を深めるため、小学生を対象

に、昼飯大塚古墳歴史公園を含む赤坂・青墓地区の文化施設

を巡る見学会を実施する。 

文化振興課 

スクールソーシャルサポー

ト事業 
7,200 

あそび非行型の子やその保護者に対し、支援員が学校と連

携し、家庭訪問等による相談や学習支援を行う。 

教育総合 

研究所 

ほほえみ相談員設置推進事

業 
32,882 

ほほえみ相談員によるカウンセリング等の適応指導によ

り、学校不適応の児童生徒に対して教育相談を実施する。 

 ※市内全小中学校に配置 

学校教育課 

心の居場所づくり推進事業 6,270 
いじめ、不登校、学級崩壊等の状況を把握し、早期発見、

対応するために効果のある学級集団状況調査を実施する。 
学校教育課 

※いじめ等スクールサポー

トチーム派遣事業 
1,623 

深刻化するいじめ問題に対応するため、「いじめ等スクー

ルサポートチーム」を設立し、重大な案件が発生した際には

学校に緊急派遣を行うなど、学校に対しいじめ問題の解決に

向けた支援を実施する。 

学校教育課 

水都っ子ステップアップ事

業 
30,200 

小学 5・6 年生の各学級において、30 人以上の学級となる

学校に非常勤講師を配置し、算数における学習のつまずきを

防ぎ、中学校へのスムーズな移行を図る。 

学校教育課 

公園プレーパーク事業 5,170 

遊びを通じた子育て支援や子どもの創造力・社会性の増進

を図るため、大垣公園などにプレーリーダーを配置する。 

 実施公園：大垣公園、さくら公園、玉池公園など 

都市施設課 

公園安全安心緊急対策事業 28,100 

子どもたちが安全・安心して公園を利用できるよう、公園

施設の改修や、遊具等設備の更新を実施する。 

 八島公園、横曽根公園ほか 12カ所 

都市施設課 

発達障害児等支援体制構築

事業 
1,350 

学校等関係機関との連携を強化し、発達障がい児等の一

貫・継続した支援体制を構築する。 

  ・サポートチームによる学校等への巡回相談  ほか 

社会福祉課 

５歳児発達相談事業 1,060 

発達障がいの早期発見により適切な支援を提供できるよ

う、未就学児を対象とした発達相談を実施する。 

  実施園 公立保育所等 3園から 11園に拡充 

保健センター 

障害児療育支援事業 1,000 
 児童の障がいが多様化しているため、専門家が保育園等を

巡回し、療育方針の確認や見直しなど療育を支援する。 
子育て支援課 

特別支援教育サポート事業 52,500 

障がい等により介助等が必要な児童生徒に対し、介助員等

を配置する。 

  介助員 19人  支援員 34 人 

学校教育課 

障害児放課後等支援事業 18,005 
放課後、土曜日、夏季休暇等における特別支援学校小学

部・中学部を対象とした障がい児の預り事業を実施する。 
社会福祉課 

重度心身障害者サービス利

用事業 
4,990 

医療ケアや十分な介護が必要となる重度心身障がい者

（児）が、円滑に短期入所等を利用できるよう環境整備する。 
社会福祉課 

子育て日本一 計 3,061,384 ４７事業（うち新規 １１事業 12,083）  
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⑤ かがやきライフ                                                         （単位：千円）  

事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

かがやきライフタウン推進

事業 
（20,608）  

 
かがやきライフタウン大

垣推進協議会事業 
11,550 

地域活動や社会参加等のきっかけの場を提供するイベン

ト等を季節ごとに開催する。 

※まちづくり市民活動育成支援条例施行 10 年を記念し、

これまでの取り組みを振り返るとともに、新たなステップに

進むきっかけとなるイベントを実施する。 

市民活動 

推進課 

 
かがやきポータルサイト

管理運営事業 
378 

市民活動団体等の紹介や、イベント等の情報提供ならびに

インターネットを活用した住民同士の交流促進を図る「かが

やきポータルサイト」を運営する。 

市民活動 

推進課 

 

かがやき市民講師育成事

業 
280 

 市民が生涯学習活動によって得られた知識・経験を生か

し、講師となるべく第一歩の手助けを行う。 

市民活動 

推進課 

かがやき成人学校講座事

業 
8,400 

成人学校講座の講師を広く一般公募し、市民による市民の

ための生涯学習講座を開催する。（140講座/年間） 

市民活動 

推進課 

※マスコットキャラクター

ＰＲ事業 
1,000 

本市の知名度・イメージ向上を図るため、マスコットキャ

ラクター「おがっきぃ」を活用したＰＲ事業に対し補助する。 
商工観光課 

老人クラブ活動等助成事業 26,205 

・単位老人クラブ運営補助金           14,025 

・老人クラブ連合会運営補助金           7,000 

・いきいきシルバーライフ推進事業補助金ほか    5,180 

高齢介護課 

※高齢者熱中症防止啓発事

業 
100 

高齢者の熱中症予防の啓発を強化するため、老人クラブや

ボランティア等の協力により、熱中症対策を記載した絵はが

きをひとり暮らし高齢者や気がかりな高齢者宅へ届けても

らう。 

高齢介護課 

かがやき市民手づくり協働

事業 
2,175 

市民活動団体が、企画立案から事業実施までを担い、市民

の手づくりによる多彩な事業を実施する。また、市が提案し

た課題を協働して実施・実現する事業を展開する。 

市民活動 

推進課 

子育て支援協働事業 1,500 
子育て支援団体が、企画立案から事業実施までを担い、家

庭や地域の子育て力を高める事業を実施する。 

子育て総合 

支援センター 

観光・シティプロモーション

推進事業 
1,500 

企画立案から事業実施までを担い、地域の歴史・文化・観

光資源を掘り起こし、市内外に情報発信する事業を実施する

市民団体等を公募し、事業を委託する。 

商工観光課 

キャリア形成支援事業 300 
女性の人材育成を図るため、女性のキャリア形成を目指す

企業に講師を派遣する。 

男女共同 

参画推進室 

ワーク・ライフ・バランス推

進事業 
103 

企業と行政が連携してワーク・ライフ・バランスへの取組

を推進するため、企業連携セミナーを開催する。 

男女共同 

参画推進室 

地域安全活動支援（さわやか

みまもりＥｙｅ）事業 
1,836 

地域安全確保のため、登録された団体・個人に防犯啓発グ

ッズを支給し、活動してもらうことにより、防犯意識の高揚

と犯罪抑止を図る。 

生活安全課 

市民農園ふれあい事業 7,197 

市民の健康の増進及び家族とのふれあいに資するため、市

民菜園等を貸与するとともに、指導者による栽培指導・相談

等を実施する。 

農林課 

かがやき農業塾事業補助金 1,000 

団塊の世代等が農業に取り組みやすい環境を提供するた

め、上石津地域内で菜園を開設し、作付講習会等を実施する

団体に対し補助する。 

農林課 

省エネ節電グリーンカーテ

ン推進事業 
770 

ダンボールコンポストの生ごみ堆肥化による緑のカーテ

ンづくりや、写真コンテストにより、省エネ・節電意識の高

揚を図る。 

環境衛生課 
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事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

民間緑化推進事業 16,311 

・公共花壇花いっぱい事業     7,884 

道路等の公共空間に設置された花壇で、自治会等の地域

のボランティア団体に、花を植え管理してもらう。 

・コミュニティガーデン推進事業   712 

花に興味のある団体に「花や木を植える、育てる、管

理する」までを行ってもらう。 

・ガーデニングストリート推進事業  150 

大垣環状線からソフトピア緑地へのアクセス道路の歩

道に市民・企業・行政が協働で、花や木を植栽する。 

・フラワーアンドアート事業     100 

上石津地域を訪れた人々に四季の変化を楽しんでもら

うため、住民に花や木を植栽してもらう。 

・緑のカーテン事業         604 

地球温暖化防止や環境負荷の軽減を図るため、気軽に

できる壁面緑化をボランティア団体等と推進する。 

都市施設課 

※花と緑の創出事業 4,200 

・生垣設置事業補助金     1,000 

公道に面する宅地の生垣設置に対し補助する。※生垣

だけでなく中低木にも補助するとともに、限度額を 7 万

円から 10万円に拡充する。 

・花壇設置事業補助金     3,000 

街並み景観に四季の彩りと潤いを与えるため、民有地

の公共性の高い部分に設置される花壇の整備に対して補

助する。（限度額 10 万円） 

都市施設課 

※人権教育開発事業 1,000 

学校、家庭、地域社会が一体となった人権教育の総合的な

取組を推進するため、人権教育総合推進会議を地域で組織

し、「人権意識を高める授業づくり」と「人権意識を高める

地域ぐるみの活動づくり」に向けた調査研究と啓発活動を実

施する。 

学校教育課 

地域教育力向上事業 3,585 

社会教育推進を担う地域人材育成のため、各地区センター

等で、食育・環境・子育てなど地域社会に関わる講座等を開

催する。また、市内の全小中学校で学校支援ボランティア活

動を実施する。 

社会教育 

スポーツ課 

かがやきライフ 計 89,390 ２０事業（うち新規 ４事業 6,300）  

    

    

合     計 6,663,652 １６０事業（うち新規 ５０事業 1,310,373） 
 

 

○ その他                                                                       （単位：千円）  

事  業  名 金 額 事  業  概  要 担当課 

※証明書等コンビニ交付サ

ービス事業 
15,800 

新たな行政サービスとして、コンビニエンスストアにおけ

る証明書等の交付サービスを導入するとともに、利用促進を

図るため、期間限定で住民基本台帳カードを無料で交付す

る。 

  コンビニ交付サービス    平成 25年 10月～ 

  住民基本台帳カード無料交付 平成 25年 9～11月 

情報企画課 

・ 

窓口 

サービス課 

 


